
 
 

令和７年４月２５日１４時００分  

近畿地方整備局 福井河川国道事務所  

福井県 

 

要配慮者利用施設の避難確保計画に基づく避難訓練実施を支援！ 

～出水期に向け、避難の実効性確保のための取組を強化～ 

国土交通省と福井県では、洪水時等の円滑かつ迅速な避難確保のために、要配慮者

利用施設の避難確保計画に基づく避難訓練実施の支援を、関係市町とともに行うことに

しました。 

○ 平成２９年の水防法改正により、要配慮者利用施設（社会福祉施設、学校、医療施設）の管

理者等は、避難確保計画の作成、訓練の実施及び実施結果を市町長へ報告することが義

務化されました。 

福井県内の要配慮者利用施設において、避難確保計画の作成率は約９９％ですが、避難

訓練の実施率は約２１％（令和 6 年 9 月末時点）と低迷しています。 

 

○ 国土交通省と福井県では、九頭竜川・北川大規模氾濫減災協議会、福井県管理河川（嶺

北・嶺南ブロック）減災対策協議会における令和 7 年度の重点取組として、洪水時等の円滑

かつ迅速な避難確保のために要配慮者利用施設の避難確保計画に基づく避難訓練実施

の支援を関係市町とともに行うことにしました。（詳細は別紙参照） 

 

○ 今後、福井県内１７市町を通じて、避難訓練実施支援の希望の有無を調査し、希望のあっ

た施設を対象に講習会など支援していきます。 
 
＜取扱い＞       ――――――――――――――――――― 
 

 
 
＜配布場所＞      福井県政記者クラブ 
 

 
＜問合せ先＞ 
 

○近畿地方整備局 福井河川国道事務所 
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電話：０７７６－３５－２６６１（代表） 

      〇福井県 土木部 

                 砂防防災課 課長補佐  山村
やまむら

 信二
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電話：０７７６－２０－０４９４ 



要配慮者利用者施設の避難訓練の実施率向上のために国・県が支援

 支援（講習会開催）のスケジュール
※現時点の予定であるため、今後スケジュール等変更となる場合があります。

• ３月下旬 減災対策協議会で国・県が支援すると発表

• ４月下旬 市町防災部局へ講習会開催を通知 （県）

• ５月中旬 開催市町の選定 （国・県）

• ５月下旬 講習会を開催 （国・県・関係市町）

～３月末 ※出水期までの実施を目標とする

○ 平成２９年６月の水防法改正により、要配慮者利用施設（社会福祉施設、学校、医療施設）の管理

者等は、避難確保計画の作成、訓練の実施及びそれらを市町長への報告することが義務化
○ 「避難確保計画」の作成率は約９９％であるが、「避難訓練」実施率は約２１％と低迷（R6.9末）
○ そこで、「避難訓練」実施率向上のため、行政機関（国・県・市町）による施設への支援が必要

 役割分担
○ 国   ： 講習会の内容検討、資料作成、講習会講師
○ 砂防防災課  ： 市町との調整窓口、講習会スタッフ
○ 市町（担当課）  ： 施設との調整窓口、講習会スタッフ

水防法
（要配慮者利用施設の利用者の避難の確保のための措置に関する計画の作成等）
第十五条の三 第十五条第一項の規定により市町村地域防災計画にその名称及び所在地を
定められた要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、国土交通省令で定めるところにより、
当該要配慮者利用施設の利用者の洪水時等の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要
な訓練その他の措置に関する計画を作成しなければならない。

５ 第一項の要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、同項に規定する計画で定めると

ころにより、同項の要配慮者利用施設の利用者の洪水時等の円滑かつ迅速な避難の確保
のための訓練を行うとともに、その結果を市町村長に報告しなければならない。

別紙１



Ｒ６ 福井県管理河川 減災対策協議会 資料 別紙２



水防法上の義務

← 国・県による支援 （Ｒ７）
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